
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年２月12日

【四半期会計期間】 第30期第３四半期（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

【会社名】 株式会社ワコム

【英訳名】 Wacom Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　山田　正彦

【本店の所在の場所】 埼玉県加須市豊野台二丁目510番地１

【電話番号】 ０４８０（７８）１２１１

【事務連絡者氏名】 取締役兼執行役員財務本部長　　長谷川　渉

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号　住友不動産新宿グランドタワー31階

【電話番号】 ０１２０（０５６）６６５

【事務連絡者氏名】 取締役兼執行役員財務本部長　　長谷川　渉

【縦覧に供する場所】 株式会社ワコム　東京支社

 （東京都新宿区西新宿八丁目17番１号　住友不動産新宿グランドタワー31階）

 株式会社東京証券取引所

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

株式会社ワコム(E02059)

四半期報告書

 1/20



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第３四半期連結
累計期間

第30期
第３四半期連結
累計期間

第29期

会計期間
自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

売上高（千円） 27,786,381 41,930,153 40,705,578

経常利益（千円） 2,645,890 5,637,403 3,891,701

四半期（当期）純利益（千円） 1,642,765 3,594,112 2,181,341

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
957,658 4,072,782 2,007,351

純資産額（千円） 17,852,296 21,982,023 18,917,895

総資産額（千円） 29,671,859 41,733,810 34,129,398

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
4,109.43 9,028.73 5,463.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
4,105.28 8,994.14 5,458.66

自己資本比率（％） 59.9 52.5 55.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,206,101 2,773,574 4,880,543

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,083,172 △1,121,568 △1,697,379

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,626,599 △1,057,076 △1,626,716

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
9,605,386 12,927,178 11,969,873

　

回次
第29期

第３四半期連結
会計期間

第30期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自 平成23年10月１日
至 平成23年12月31日

自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
2,770.31 4,579.01

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）における当社グループを取り巻く

事業環境は、国内においては東日本大震災後の復興需要などによる下支えがあったものの、海外では欧州債務問題

の長期化、米国の「財政の崖」問題、中国の対日感情悪化の影響などから、緩慢な回復に留まりました。一方、為替

は、年央にかけて円高が一時進行しましたが、年末には我が国の新政権発足による金融緩和政策への期待などから

円安方向へと反転しました。IT分野では、スマートフォンやタブレットが新しいITプラットフォームとして急速な

成長を見せるなか、世界的なOSメーカーも自らハードウェアを開発し市場投入するなど、新規市場における地位獲

得に向けた各社の取り組みが活発となりました。

当社製品の市場においては、プロフェッショナル製品の分野では、映画やゲームソフトなどコンテンツ制作の増

加に加え、自動車や家電製品など工業デザインにおける3D技術の利用拡大が進んでいます。コンシューマ製品の分

野では、イラスト作成や写真加工、Webデザインなどに加え、タブレットや電子書籍端末の普及により、自然で直感的

な手書き入力を実現するペンのニーズが高まりを見せています。また、ビジネス製品の分野では、医療、金融などの

幅広い分野でペーパーレス化やセキュリティ向上のニーズが一層広がっています。特にデジタルサインを利用した

電子決済は、情報セキュリティや業務効率の向上、書類保管コストの削減など、その優れた効果が注目されていま

す。コンポーネント分野においては、Google社のAndroid（アンドロイド）OSを搭載したスマートフォンやタブレッ

ト、電子書籍端末などにもペンやマルチタッチ技術の利用が拡大しました。当社のペン機能を搭載したSamsung社の

Galaxy Note（ギャラクシーノート）シリーズは、この分野における新しいカテゴリーとしての地位を確立し成長

しております。また、PC各社はMicrosoft社の新OSであるWindows８対応のタブレット開発を進め、新製品の投入を始

めています。

このような事業環境のもと、当社グループはさらなる成長をめざし、Webを積極的に活用したマーケティングや営

業活動による売上の拡大、新製品の開発、タブレット向け製品ラインの拡大、ペンアプリケーション開発体制の強化

などに努めました。さらに、中国・上海地域でのSCM（生産・物流管理）体制の強化、アジア・オセアニア地域での

ERP（基幹業務）システムの展開、生産性と効率性の向上をめざしたオフィス環境の刷新などに注力してまいりま

した。また、当社グループは、企業価値の向上をめざして、新たに中期経営計画WAP1215（平成26年３月期～平成28年

３月期）を策定いたしました。同計画に沿って、平成28年３月期までに連結売上高を1,200億円以上、

連結売上高営業利益率を15％以上、連結ROEを30％以上の達成を目標として、一層の事業拡大を図ってまいりま

す。詳細については、平成24年10月25日付け東証開示資料「新中期経営計画 WAP1215に関するお知らせ」をご参照

ください。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績は売上高が41,930,153千円（前年同期比50.9％増）となり、営

業利益は5,802,193千円（同112.6％増）、経常利益は5,637,403千円（同113.1％増）、四半期純利益は3,594,112千

円（同118.8％増）となりました。
　
セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、従来の「タブレット事業」は、第１四半期連結会計期間より「ブランド製品事業」に名称変更しておりま

す。
　
①　ブランド製品事業

ブランド製品事業については、「Cintiq（シンティック）」シリーズの販売が順調に推移したことや、「Bamboo

Stylus（バンブースタイラス）」シリーズの販売が大幅に増加したこともあり、売上は前年同期を上回りました。

プロフェッショナル製品に関しては、７月に発表した広視野角の高品位ワイド液晶ディスプレイを搭載した２つの

新製品「Cintiq 24HD touch」、「Cintiq 22HD」が好感され、「Cintiq」シリーズの販売が増加したことから売上

を伸ばしました。一方で、「Intuos（インテュオス）５」は、期初での前モデルの流通在庫消化などの影響を受け、

前年同期には及びませんでした。コンシューマ製品に関しては、タッチスクリーン用スタイラスペンのラインアッ

プを拡充し、４月にはボールペンも備えた「Bamboo Stylus duo（バンブースタイラスデュオ）」や、９月にはコン

パクトに伸縮可能な「Bamboo Stylus pocket（バンブースタイラスポケット）」を市場に投入しました。こ

れらが既存モデルとともに販売の拡大に貢献し、コンシューマ製品は順調に売上を伸ばしました。また12月には、新

たに「Wacom feel IT technologies（ワコム・フィールイット・テクノロジーズ）」対応のスタイラスペン
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「Bamboo Stylus feel（バンブースタイラスフィール）」を２種類発表しております。ビジネス製品に関しては、

電子認証用液晶サインタブレット「STU（エスティーユー）」シリーズの販売が、前期にあった米国での大型案件

の反動減にもかかわらず前年同期並みを維持したものの、その他のビジネス製品の販売が振るわなかったことか

ら、売上は前年同期を下回りました。

地域別にみると、米州においては、サインタブレット「STU」シリーズなどビジネス製品の売上が前年同期を下

回ったものの、コンシューマ製品の販売が好調に推移したことから、売上は前年同期を上回りました。欧州において

は、ユーロ安の影響を受けつつも、「Bamboo Stylus」シリーズとサインタブレット「STU」シリーズの販売が好調

に推移したことから、売上は前年同期を上回りました。日本国内においては、「Cintiq」シリーズが好調に推移した

ものの、「Intuos５」が期待ほど伸長せず、またビジネス製品の販売が前年同期に及ばなかったことから全体の売

上は僅かな伸びとなりました。アジア・オセアニア地域においては、為替の影響を受けながらも、「Cintiq」シリー

ズの販売が好調に推移したことで、売上は前年同期を上回りました。

この結果、売上高は21,692,361千円（前年同期比5.1％増）、営業利益は3,870,491千円（同3.8％増）となりまし

た。
　

②　コンポーネント事業

コンポーネント事業については、Samsung社のスマートフォン Galaxy Noteに続き、8月にはAndroid対応タブレッ

ト Galaxy Note 10.1、10月には次世代スマートフォンGalaxy NoteⅡにもペン・センサーシステムが採用されたこ

とから量産が好調に推移し、売上は前年同期に比べ大幅に増加しました。製品開発においても、当社のペン・セン

サーシステムがDELLや富士通を含むPCメーカーのWindows８対応タブレットやノートPCに採用されました。

この結果、売上高は19,792,684千円（前年同期比192.0％増）、営業利益は3,581,497千円（同541.1％増）となり

ました。
　
③　その他

ソフトウェア事業については、大口案件の受注、機能強化に伴う新規案件の獲得及び主要代理店とのパートナー

シップ強化による営業効率の向上により、順調に売上を伸ばしました。

この結果、売上高は445,108千円（前年同期比19.1％増）、営業利益は75,206千円（同11.2％増）となりました。
　

（２）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末と比べ、957,305千円増加（前年同期は849,434千円減少）し、12,927,178千円となりました。
　
当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、2,773,574千円（前年同期は2,206,101千円の収入）となりました。主な増加は、

税金等調整前四半期純利益5,638,108千円及び仕入債務の増加額3,521,399千円であり、主な減少は、売上債権の増

加額4,866,786千円及び法人税等の支払額1,978,333千円です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、1,121,568千円（前年同期は1,083,172千円の使用）となりました。主な内訳は、

固定資産の取得による支出1,071,421千円です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、1,057,076千円（前年同期は1,626,599千円の使用）となりました。主な内訳は

配当金の支払額1,193,147千円です。
　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
　
なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。
　
（株式会社の支配に関する基本方針）

①　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的かつ中長期的な
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向上を実現するためには、株主の皆様はもちろん、ステークホルダーにも十分配慮した経営を行う必要がありま

す。

当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当社株券等の大量買付行為や買付提

案を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えています。
　

②　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

当社グループは、ユーザーインターフェイス分野におけるグローバルな技術標準を確立し、グローバルリーダー

シップをさらに強化していくことを基本方針として、事業規模の拡大とともに事業の効率化を図り企業価値の向上

をめざしてまいります。

当社の長期的な企業価値の向上にはグローバルな競争力の一層の強化が必要です。そのため、グローバル戦略を

担う優秀な人材の確保と教育・訓練に努め、企業文化と事業機能の両面におけるグローバル統合を推進し、全社戦

略の一貫性と地域の成長活力の最大化を図ってまいります。また、グローバルな事業展開を通じて継続的に企業価

値の向上を具現化していくために、世界各地域において企業の社会的責任（CSR）を積極的に果たすとともに、企業

文化の構築とコンプライアンス体制の強化に取組んでまいります。
　

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みの概要（買収防衛策）

当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、平成22年６月開催の定時株主

総会において株主の皆様にご承認いただき、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プ

ラン」といいます。）を継続しました。

本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必要

かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、当社の企業価値・株主

共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。

具体的には、当社の発行済株式総数の20％以上となる株式の買付または公開買付けを実施しようとする買付者に

は、必要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。一方、当社取締役会は独立性の高い（ⅰ）当社社外

取締役、（ⅱ）当社社外監査役、または（ⅲ）社外の有識者のいずれかに該当する委員３名以上で構成される独立

委員会を設置し、独立委員会は外部専門家等の助言を独自に得た上、買付内容の検討、株主の皆様への情報開示と当

社取締役会による代替案の提示、買付者との交渉等を行います。買付者が本プランの手続を遵守しない場合や、当社

の企業価値・株主共同の利益を侵害する買付であると独立委員会が判断した場合は、対抗措置の発動（買付者等に

よる権利行使は認められないとの行使条件を付した新株予約権の無償割当ての実施）を取締役会に勧告します。
　

④　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みおよび本プラン

がいずれも基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものでないことについて

当社取締役会は、前記「当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別

な取組み」についての各施策はいずれも当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させることを目的と

するものであることから、基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものでないと判断しております。

また、当社取締役会は、本プランは基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないと判断しております。その理由は以下の（イ）ないし（チ）に

記載のとおりです。
　

（イ）買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しています。
　

（ロ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断

し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付

者等と交渉を行うこと等を可能とすることを目的として導入されました。
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（ハ）株主意思を重視するものであること

本プランは、当社株主総会において本プランに係る委任決議がなされることにより導入されました。

また、本プランには、有効期間を約３年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ、その有効期

間の満了前であっても、当社株主総会において上記の委任決議を撤回する旨の決議が行われた場合には、本プラ

ンはその時点で廃止されることになります。
　

（ニ）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

実際に当社に対して買付等がなされた場合には、独立委員会が当該買付等が当社の企業価値・株主共同の利益

を毀損するか否かなどの実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を最大限尊重して会社法上の決議を行

い、株主意思確認総会を招集できることとしています。
　

（ホ）当社取締役の任期は１年であること

当社は、取締役の任期を１年としております。従って、毎年の取締役の選任を通じても、本プランにつき、株主の

皆様のご意向を反映させることが可能となります。
　

（ヘ）合理的な客観的要件の設定

本プランは、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されております。
　

（ト）第三者専門家の意見の取得

買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認

会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を受けることができるものとしています。
　

（チ）デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株券等を大量に買付けた者が指名し、株主総会で選任された取締役により、廃止することが

できるものとして設計されており、いわゆるデッドハンド型買収防衛策ではありません。また、当社は期差任期制

を採用していないため、いわゆるスローハンド型買収防衛策でもありません。
　

（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、1,417,731千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,380,000

計 1,380,000

 
②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 422,616 422,616
東京証券取引所

市場第一部
（注）

計 422,616 422,616 － －

（注）権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりません。
 
（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　
（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 422,616 － 4,203,469 － 4,044,882

　
（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。
　
①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　24,108 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　398,508 398,508 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 422,616 － －

総株主の議決権 － 398,508 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が38株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数38個が含まれております。
　

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ワコム
埼玉県加須市豊野台２丁目

510番地１
24,108 － 24,108 5.70

計 － 24,108 － 24,108 5.70

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、23,683株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,969,873 12,927,178

受取手形及び売掛金 ※2
 7,174,640

※2
 11,359,803

商品及び製品 3,887,185 4,287,756

仕掛品 377,985 376,182

原材料及び貯蔵品 812,756 1,388,094

その他 3,284,057 4,315,591

貸倒引当金 △16,480 △18,361

流動資産合計 27,490,016 34,636,243

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,577,106 1,708,124

その他（純額） 2,040,006 2,431,827

有形固定資産合計 3,617,112 4,139,951

無形固定資産

のれん 46,905 30,669

その他 2,430,256 2,364,614

無形固定資産合計 2,477,161 2,395,283

投資その他の資産

その他 560,970 576,297

貸倒引当金 △15,861 △13,964

投資その他の資産合計 545,109 562,333

固定資産合計 6,639,382 7,097,567

資産合計 34,129,398 41,733,810

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 8,307,536

※2
 12,002,161

短期借入金 600,000 600,000

未払法人税等 1,375,072 1,505,987

賞与引当金 613,708 560,428

役員賞与引当金 89,174 123,082

資産除去債務 60,800 2,056

その他 3,149,516 3,693,088

流動負債合計 14,195,806 18,486,802

固定負債

退職給付引当金 511,261 585,821

資産除去債務 15,495 76,793

その他 488,941 602,371

固定負債合計 1,015,697 1,264,985

負債合計 15,211,503 19,751,787
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,203,469 4,203,469

資本剰余金 4,044,882 4,107,650

利益剰余金 14,776,193 17,177,457

自己株式 △2,287,245 △2,166,753

株主資本合計 20,737,299 23,321,823

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,443 16,464

為替換算調整勘定 △1,918,442 △1,447,793

その他の包括利益累計額合計 △1,909,999 △1,431,329

新株予約権 90,595 91,529

純資産合計 18,917,895 21,982,023

負債純資産合計 34,129,398 41,733,810
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 27,786,381 41,930,153

売上原価 14,960,867 24,644,471

売上総利益 12,825,514 17,285,682

販売費及び一般管理費 10,096,877 11,483,489

営業利益 2,728,637 5,802,193

営業外収益

受取利息及び配当金 23,033 20,801

その他 23,632 24,303

営業外収益合計 46,665 45,104

営業外費用

支払利息 5,738 4,435

為替差損 101,198 202,216

その他 22,476 3,243

営業外費用合計 129,412 209,894

経常利益 2,645,890 5,637,403

特別利益

固定資産売却益 1,015 1,756

新株予約権戻入益 － 1,771

特別利益合計 1,015 3,527

特別損失

固定資産売却損 1,332 1,771

固定資産除却損 6,868 1,051

厚生年金基金脱退損失 131,175 －

その他 18,684 －

特別損失合計 158,059 2,822

税金等調整前四半期純利益 2,488,846 5,638,108

法人税等 846,081 2,043,996

少数株主損益調整前四半期純利益 1,642,765 3,594,112

四半期純利益 1,642,765 3,594,112
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,642,765 3,594,112

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,295 8,021

為替換算調整勘定 △683,812 470,649

その他の包括利益合計 △685,107 478,670

四半期包括利益 957,658 4,072,782

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 957,658 4,072,782

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,488,846 5,638,108

減価償却費 737,591 809,306

株式報酬費用 42,771 49,352

引当金の増減額（△は減少） 19,195 40,833

災害損失引当金の増減額（△は減少） △49,736 －

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △15,358 －

厚生年金基金脱退損失引当金の増減額(△は減少) 131,175 －

受取利息及び受取配当金 △23,033 △20,801

支払利息 5,738 4,435

売上債権の増減額（△は増加） △2,234,288 △4,866,786

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,223,022 △673,046

仕入債務の増減額（△は減少） 2,609,611 3,521,399

その他 274,724 232,688

小計 2,764,214 4,735,488

利息及び配当金の受取額 23,033 20,874

利息の支払額 △6,834 △4,455

災害損失の支払額 △18,246 －

事業整理損失の支払額 △15,358 －

法人税等の支払額 △540,708 △1,978,333

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,206,101 2,773,574

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △941,090 △1,071,421

投資有価証券の取得による支出 △167,702 －

敷金及び保証金の差入による支出 △6,123 △130,325

敷金及び保証金の回収による収入 2,327 132,287

資産除去債務の履行による支出 － △59,286

その他 29,416 7,177

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,083,172 △1,121,568

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 14,049 －

自己株式の取得による支出 △439,603 －

自己株式の処分による収入 － 136,071

配当金の支払額 △1,201,045 △1,193,147

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,626,599 △1,057,076

現金及び現金同等物に係る換算差額 △345,764 362,375

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △849,434 957,305

現金及び現金同等物の期首残高 10,454,820 11,969,873

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 9,605,386

※
 12,927,178
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【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社の有形固定資産の減価償却方法は、従来、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法）を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しておりま

す。

この変更は、ファブレス化がシステム面を含め完了したことに伴い、当社は製造機能よりもグループ統括本社とし

ての機能が高まり、安定的に使用される資産が大部分を占めていることや、昨今の会計処理の国際的調和とグループ

の会計方針の統一の観点を総合的に勘案し、減価償却費の期間配分を平準化できる定額法に変更することが、経済実

態をより適切に反映できると判断したことによるものであります。

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益はそれぞれ176,051千円増加しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　当座貸越契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

当座貸越極度額 2,000,000千円 2,000,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 2,000,000千円 2,000,000千円
　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計

期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形 1,900千円 8,619千円

支払手形 118,622千円 101,699千円
　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

現金及び預金勘定 9,605,386千円 12,927,178千円

現金及び現金同等物 9,605,386千円 12,927,178千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年４月27日

取締役会
普通株式 1,205,448千円 3,000円  平成23年３月31日 平成23年６月２日 利益剰余金

　
２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成23年８月11日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行いました。この結果、当第３四

半期連結累計期間において自己株式が438,759千円（5,000株）増加し、当第３四半期連結会計期間末において

自己株式が2,287,245千円（25,000株）となっております。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年４月26日

取締役会
普通株式 1,192,848千円 3,000円  平成24年３月31日 平成24年６月４日 利益剰余金

　
２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、当第３四半期連結累計期間において、新株予約権の行使に伴い自己株式を処分いたしました。この結

果、当第３四半期連結累計期間において、資本剰余金が62,768千円増加し、自己株式が120,492千円（1,317株）

減少しております。これにより、当第３四半期連結会計期間末の資本剰余金が4,107,650千円、自己株式が

2,166,753千円（23,683株）となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

ブランド製品
事業

コンポーネ
ント事業

計

売上高        
外部顧客への売
上高

20,634,5806,777,99827,412,578373,80327,786,381 － 27,786,381

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － －

計 20,634,5806,777,99827,412,578373,80327,786,381 － 27,786,381

セグメント利益 3,729,592558,6704,288,26267,6364,355,898△1,627,2612,728,637

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェア事業であります。

２．セグメント利益の調整額△1,627,261千円は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門にかかる費

用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

ブランド製品
事業

コンポーネ
ント事業

計

売上高        
外部顧客への売
上高

21,692,36119,792,68441,485,045445,10841,930,153 － 41,930,153

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － －

計 21,692,36119,792,68441,485,045445,10841,930,153 － 41,930,153

セグメント利益 3,870,4913,581,4977,451,98875,2067,527,194△1,725,0015,802,193

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェア事業であります。

２．セグメント利益の調整額△1,725,001千円は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門にかかる費

用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメント名称の変更）

従来の「タブレット事業」は、第１四半期連結会計期間より「ブランド製品事業」に名称変更しておりま

す。　

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

「会計方針の変更等」に記載したとおり、当社の有形固定資産の減価償却方法は、第１四半期連結会計期間

より定額法に変更しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益は、「ブラ

ンド製品事業」で112,564千円、「コンポーネント事業」で50,633千円、「その他」で3,089千円、「調整額」

に含まれる各報告セグメントに帰属しない管理部門で9,765千円増加しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 4,109円43銭 9,028円73銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,642,765 3,594,112

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,642,765 3,594,112

普通株式の期中平均株式数（株） 399,755 398,075

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4,105円28銭 8,994円14銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 404 1,531

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

─ ─

　

（重要な後発事象）

（重要な自己株式の処分）

当社は、平成25年1月30日開催の取締役会において、Samsung Electronics Co., Ltd.及び同社の100％子会社であ

るSamsung Asia Pte. Ltd.との間で資本業務提携契約を締結することを決定し、以下のとおり、Samsung Asia Pte.

Ltd.に対して第三者割当による自己株式の処分を行うことを決議しました。

（1）処分する株式の種類　　　当社普通株式

（2）処分する方法　　　　　　第三者割当による

（3）処分する株式数　　　　　20,996株

（4）処分する価額　　　　　　1株につき255,510円

（5）処分価額の総額　　　　　5,364,687,960円

（6）処分期日　　　　　　　　平成25年2月19日

（7）処分予定先の名称等　　　Samsung Asia Pte. Ltd.

（30 PASIR PANJANG ROAD #17-31/32 MAPLETREE BUSINESS CITY, 

SINGAPORE (117440)）　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書　

平成25年２月７日

株　式　会　社　ワ　コ　ム

  取　締　役　会　御  中

あ ら た 監 査 法 人

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 加　藤　真　美

　

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 山　本　昌　弘

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワコムの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24

年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの

基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ワコム及び連結子会社の平成24年12月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項

１．　会計方針の変更等に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期間より、有形固定資産の減価償

却方法を定率法から定額法に変更した。

２．　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成25年１月30日開催の取締役会において、第三者割当

による自己株式の処分を決議した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　　上
　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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